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4) 拳橋正一 『全訂 社会事業の基本間題」 ミネルヴァ書房, 1975年, p.31.























































































を社会的問題と呼び, それに社会事業 (社会事業政策を含む) が対応している






























































































































28) 孝橋・前掲「全前 社会事業の基本間題」, p.u.
29) 同上書,p.35.
30) 同上書,p.30
31) 真田 是「現代社会学と社会間題』青木書店,1965年,p.1:u.なぉ, この真
国教授による社会的間題の発生の経路に関する批判については, 国多助教授・
























































32) 孝橋・前掲『全訂 社会事業の基本間題』, p.67.





























34) 同上書, pp.326- 7.
35) 「社会的必要の欠乏(社会的障書)状態」については,本稿注的)を参照さ
れたいo
36) 同上書, p.36. -l15- 13
率橋社会事業論の批判的検討
点を探ることを直接的な課題としている。 従つて本稿におけるわれわれの





















































































の発生の経路およびその発生の論理 (過程) を表すと理解される 「関係的
41) 田多・前掲「社会福祉論の方法」, p.375
42) 同上,p.389.
出 )  同上,p.390
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孝橋社会事業論の批判的検討













































































































































57) 国多助教授 (国多・前掲 「戦後社会福祉論の検討(11l」, pp.l0-13,および国
多・前掲「社会福祉的の方法」,pp.381-3u.)と松国助教授(松国・前l0「社
会福祉本質論」pp.26-28.) は ,  本精とは異なる間題意識と分析視点から, こ
の点に関するわれわれの理解と同様の見解を示されている。 併せて, 参願され







































































関係的に派生する」 という命題 (この命題を以下本稿においては, 孝橋社
会事業論の命題Iと呼ぶこととする)を含んで成立している理論体系であ
るからである。 この孝橋社会事業論における命題Iは, 孝橋教授によって















































































う か。 ここに提起された間題点は, 以上の議論から明らかなょうに, その







































たは「生起する」)ではなくて「になる(あるいは「に変化する」 ) と い う
















































































































社会政策が対応体系として照応・対応出来ない」とも規定されている。・ ・ ・ ・







































命題 nに従つてその補充性領域 (社会事業の独自の対象領域) であっても, ま



























































































条 件 I ・ ll ・mの解除された理論体系として,すなわち社会政策との共通
性においてではなく,独立に,資本主義社会の構造的論理として展開され
るものでなければならず, この検討こそが社会事業の本質把握のために残
された重要な「社会事業の基本間題」であるといわなければならない。
上に指摘された二つの 「基本問題」 の検討はわれわれの今後の研究課題
であるが, しかし本稿はその検討の必要性を確認するための作業の一つと
なっているのである。
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